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①男 ②女 ③回答しない

男女別回答者数 H28性別 R02性別 R08性別

1 24歳以下

2%
2 25～29歳

11%

3 30～34歳

16%

4 35～39歳

18%
5 40～44歳

15%

6 45～49歳

14%

7 50～54歳

10%

8 55～59歳

9%

9 60歳以上

5%

R08年齢区分

1 24歳以下

2 25～29歳

3 30～34歳

4 35～39歳

5 40～44歳

6 45～49歳

7 50～54歳

8 55～59歳

9 60歳以上

1 部長級

3%

2 課長級

7%

3 課長補佐

級

12%

4 係長級

19%

5 主任・主査・

主事・技能労

務職
59%

R08職位区分

1 部長級

2 課長級

3 課長補佐級

4 係長級

5 主任・主査・主事・技

能労務職

1 本庁舎

51%

3 江釣子庁舎

15%

4 hoKko

8%

5 保育園・幼稚園

8%

7 おでんせプラザ

6%

8 その他

12%

R08勤務場所

1 本庁舎

2 和賀庁舎

3 江釣子庁舎

4 hoKko

5 保育園・幼稚園

6 給食センター

7 おでんせプラザ

8 その他
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育児休業等の制度について（その１）

2



育児休業等の制度について（その２）

3



育児休業等の制度について（その３）

4



仕事と生活の調和（ワークライフバランス）について（その１）

5



仕事と生活の調和（ワークライフバランス）について（その２）

6



仕事と生活の調和（ワークライフバランス）について（その３）

7



キャリアに関する意識について

8



特別休暇等（出産・子育て・イクメン・イキメン）に関する諸制度

出生サポート休暇
（不妊治療休暇）

職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当で
あるとき

年５日（通院等が体外受精及び顕微授精等
に係るものである場合は、10日）の範囲内

○ ○ 有給

妊娠中の母体・胎児
の健康保持の休息

妊娠中の女性職員の業務が、母体又は胎児の健康保持に影響
がある場合

適宜休息し、又は補食するために必要な期
間

― ○ 有給

妊娠中の通勤混雑に
係る休暇

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度
が、母体又は胎児の健康保持に影響がある場合

勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日
を通じて１時間を超えない範囲以内

― ○ 有給

妊娠に起因する障害
の休暇

妊娠中の女性職員が妊娠に起因する障害のため勤務すること
が著しく困難であると認められる場合

年１０日 ― ○ 有給

妊娠又は出産後の健
康診査

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が保健指導又は健
康診査を受ける場合

必要と認める期間 ― ○ 有給

産前休暇
８週間（多胎妊娠の場合にあっては14週間）以内に出産予
定の女性職員に与えられる休暇

産前８週間（多胎妊娠の場合にあっては14
週間）

― ○
有給
※３

育児参加のための休
暇

職員の妻が出産する場合であって、その出産予定日の前日か
ら起算して８週間（多胎妊娠の場合にあっては14週間）前
の日から出産の日後１年を経過する日までの期間にある場合
において、当該出産に係る子又は９歳に達する日以後の最初
の３月31日までの間にある子を養育する男性職員に与えら
れる休暇

年５日 ○ ― 有給

配偶者の出産休暇
妻の出産に伴う入退院の付添い等を行う男性職員に与えられ
る休暇

年３日（職員の妻が出産するため病院に入
院する日から出産の日後２週間を経過する
までの期間）

○ ― 有給

産後休暇 出産した女性に与えられる休暇 出産の翌日から８週間 ― ○
有給
※３

育児休業
（※１）

子を養育するために認められる休業 子が３歳に達するまで ○ ○
無給
※４

育児短時間勤務
（※１）

子を養育するために認められる短時間勤務
（１日３時間55分・週５日勤務等）

子が小学校就学の始期に達するまで ○ ○ 無給

部分休業
（※１）

子を養育するために認められる時間
（１日２時間以内）

子が小学校就学の始期に達するまで ○ ○ 無給

保育時間
（※２）

生後１年６月に達しない子を養育する職員が授乳等を行う場
合に与えられる休暇（１日２回それぞれ１時間以内）

子が１歳６ヶ月に達するまで ○ ○ 有給

子の予防接種、健康
診断、健康診査

職員の保護する９歳に達する日以後の年度末までの間にある
者が予防接種、健康診断又は健康診査を受ける場合で当該職
員の介助が必要な場合

必要と認める期間 ○ ○ 有給

子等の看護休暇

15歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子、
配偶者、父母、配偶者の父母等を看護する必要がある場合、
入学式または卒業式、授業参観、保護者面談に参加する場合
に与えられる休暇

年５日（15歳に達する日以後の最初の３月
31日までの間にある子が２人の場合にあっ
ては10日、３人以上の場合にあっては12
日）

○ ○ 有給

時間外勤務の免除 ３歳に達するまでの子を養育する職員の時間外勤務を免除 子が３歳に達するまで ○ ○ -

深夜勤務の制限
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員又は配偶
者、父母、子等を介護する職員の深夜の勤務を制限

子が小学校就学の始期に達するまで又は介
護を必要とする間

○ ○ -

時間外勤務の制限
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員又は配偶
者、父母、子等を介護する職員の時間外勤務を月24時間以
内かつ年150時間以内に制限

子が小学校就学の始期に達するまで又は介
護を必要とする間

○ ○ -

子育て及び介護の時差通勤制度

その他

制度 内容 取得期間 男性 女性 有給無給

ボランティア休暇 自発的かつ報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場合 年５日 ○ ○ 有給

自己啓発休業
大学等課程の履修や国際貢献活動を希望する場合、職員とし
ての身分を保有したまま職務に従事しないことを認める休業

大学等で２年（延長等で３年限度）、国際
貢献で３年を対象期間

○ ○ 無給

修学部分休業
大学等課程の履修を希望する場合、勤務時間の一部について
勤務しないことを認める部分休業

２年を超えない期間で、１週間当たりの通
常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内

○ ○ 無給

令和7年4月1日作成

制度 内容 取得期間 男性 女性 有給無給
対象時期

妊娠 出産 １歳 ２歳 ３歳 小学校入学 小学校卒業 中学校卒業

有給

午前９時から午後５時45分まで　　（休憩時間を除く。）

制度 内容 対象職員 男性 女性 有給無給

子育て及び介護等の
個人の事情に基づく
時差通勤

子育て又は介護等による職員の心身の負担を軽減することに
より職員の仕事と家庭生活の両立を支援する制度

15歳に達する日以後の最初の３月31日ま
での間にある子の養育を行う職員、要介護
（要介護２以上相当）の介護を行う職員、
重度心身障がい者の介護を行う職員

〇 〇 正午から午後１時まで
午前８時から午後４時45分まで　　（休憩時間を除く。）

午前９時30分から午後６時15分まで（休憩時間を除く。）

午前７時30分から午後４時15分まで（休憩時間を除く。）

勤務時間及び休憩時間

勤務時間 休憩時間

※１：配偶者が養育できる場合でも取得可能。

※２：配偶者が養育できる場合には取得不可。

※３：出産予定日の６週間前から産後休暇の期間は、共済の掛金が免除になります。

※４：育児休業期間は共済の掛金が免除になります。

また子が１歳に達する日まで、育児休業期間中は共済組合より育児休業手当

金が支給されます。(①休業開始～180日：標準報酬日額×67/100×日数、

②181日～子の１歳に到達日：標準報酬日額×50/100×日数)


